風呂チャネル論の再検討　一二つの商人像とその混同について- by 棚橋 豪


















































































を規定する「調停者J mediare(こ対応する。この商人像の重要性はすでに石原武政 (2000) と
石井淳蔵 (2005) において指摘されている。






















る rmediare としての商人J に峻別できる。(下図)
ニつの商人像
mediumとしての商人 mediare としての商人
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この間いに対する解答の手掛かりとして、栗木契 (2003) の『リフレクティブ・フロー~ 1 
章「二重の運動としてのマーケティング」が参考になる。彼は内田隆三(1992) に依拠しなが















































































































W1 、 Wz で表示すれば、物々交換は以下のように表される。







































Wl 商品生産者 Wl G W2 
商人 G w G 












集中する J (風呂 1968) ことへと繋がる。この利点について風呂自身は「買手にとっての商品
探索時間・探索労力の軽減を意味すると同時に、売手である商人にとって買手を探索するため





































































理論とは、 1 )風目 (1968) の「社会的分業論J 、 2) ホール(1948) の「取引総数最小化原理」、






とは、個別商人と多数の異種同種の産業資本家との r 1 対多J の対応関係である。この r 1 対
多」の関係は次の二点の特徴を持っている。
第一は、流通資本の回転速度に関してである。 r 1 対多」の関係において流通資本の回転速度
は個々の産業資本の回転速度に影響されなくなるのである。












接取引が行われる時、社会的に必要な取引数は、 5 x 5 =25となる。ここで、もし 1 人の卸売
商が両者のあいだに介在してすべての取引がこの卸売商を通じて行われる時、社会的に必要な
















しそのための所要時間、 (b) 交換相手と会合する努力ないしそのために必要な距離克服、 (c) 取
り合せ潜在能力を改良するために必要な交換取引の回数または取引すべき相手方の数である。
この要因 (a) ・ (b) の克服には「集中的交換」が有効であり、要因 (c) には中間媒介者の介入が必
要とされる。
以下、要因 (c) の克服を具体的に説明する。
n人の交換当事者を仮定する。直接交換の場合、各々の交換当事者は (n -1) 個の取引となる。










































敷街しよう。有限数x>有限数 y において x→ y に変換するだけでなく(仮に有限数 x が莫
大な数であってもそれはあくまでもそれは有理数の範囲である)、無限∞→有限数に変換する過
程こそ、商人の「社会的根拠」なのだ。そして、この時初めてホールの原理が機能する(パラ

































































































ここにおいて、再び I 節と N節で考察した二つの商人像を再び想起されたい。一方に、ホー
ルの原理の登場するような、媒介手段に堕したmedium としての商人。他方に、ホールの原理







































Coas関e， R. H. (仕193'釘7げ7η)'‘“"T
業.市場.法』東洋経済新報社， 1992，所収)
Coase , R. H. (1988) The Firm, The Markeム andThe Law, University of Chicago Press. (宮沢
健一他訳『企業・市場・法』東洋経済新報社)
Hodgson, G. M. (1988) Economics and Institutions: A Man必'stofor a Modern Institutional 
Economics, Tessa Sayle Agency. (八木紀一郎他訳『現代制度派経済学宣言』名古屋大学
出版会， 1997.) 
Spencer-Brown, G. (1969) Laws ofForm, George Allen and Unwin Ltd.(大津真幸・宮台真司
訳『形式の法則』朝日出版社， 1987.) 
Williamson , O. E. (1975) Markets and Hi・erarchies:Analysis and Antitrust Implications, 
Free Pre邸ss





大津真幸 (1999) W行為の代数学 スベンサー=ブラウンから社会システム理論へ』青土社.
柄谷行人 (2004) W定本柄谷行人集 2 穏輸としての建築』岩波書店.
18 
風目チャネル論の再検討
栗木契 (2003) W リフレクティプ・フロー』白桃書房.
鈴木・田村 (1980) W商業論』有斐閣新書.
風呂勉 (1968) Wマーケティング・チャネル行動論』千倉書房.
風呂勉 (1977) r垂直統合と『取引のパラダイム~J W商大論集~ 29(2)(3), pp.45・ 57.
風呂勉 (1987) r内部組織論的流通認識の基本的性格J W商大論集~ 38(3)(4), pp.64"84. 
森下二次也 (1993) Wマーケティング論の体系と方法』千倉書房.
吉見俊哉 (2004) Wメディア文化論』有斐閣アルマ.
5 
19 
